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は じ め に 
 

 紫波町では、平成 31年 4月に産業部内に産業政策監を設置し、新たに農村政策フェロ
ーを設置しました。 
産業政策監の設置目的は、産業部内の重要かつ緊急な政策課題の解決や横断的な取組を

推進し、農商工・観光、食産業等の地域産業の振興と地域内経済循環を図り、農村の活性
化に資することです。 
また、農業をはじめ産業の抱える課題は多様であり産業活性化のためには、時代を先取

りした政策提案能力、実践力が求められていることから、産業政策監では農村政策フェロ
ーを設置し、専門的な見地から部内横断的な課題を調査研究し、各課連携のもと施策を講
じていくこととしています。 
設置後２年間経過し、農村政策フェローとしての具体的な活動実績がでてきましたの

で、令和３年１月 21 日に農村政策フェロー活動報告会を開催しました。 
本報告書は、活動報告会で説明した資料をまとめたものです。 
2 年間の活動経過を大まかにいうと、令和元年度は、農林課業務の支援として、人・農

地プランの見直しのための研修会での情勢報告、認定農業者の経営改善指導のためのデー
タベース作成、新規転作作物としての子実用トウモロコシの導入可能性調査と研修会開
催、産直の販売額維持に向けた農業体験農園の設置支援などです。 
令和 2 年度からは、令和元年度に取り組んできた内容を「農地有効活用リーディングプ

ロジェクト」として体系化し、①子実用トウモロコシの産地化、地域の農地を一元的に管
理する一般社団法人の設立、③農業体験農園の設立の 3 つのリーディングプロジェクトと
して先行的に実施しています。 
また各種施策の立案や推進のために 2年間で実施してきた調査研究を「産業政策監調査

研究報告」とし取りまとめて、町のホームページで公表を始めました。 
産業政策監調査研究報告の主な内容と施策との関連は 25 ページのとおりです。 
なお、本報告書に記載している令和 3年度以降に実施を予定しているリーディングプロ

ジェクトは、あくまでも現段階の案ですので留意願います。 
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1 農村政策フェロー活動報告会開催要領 
 
（１） 目 的 

産業政策監と農村政策フェローは、平成 31 年 4 月に全国で初めて設置されまし
た。 
設置当初、設置の目的は掲げられていましたが、具体的に実施する内容が明確に

なっていませんでした。 
設置後 2年間活動し、具体的な活動実績が出てきましたので、関係する皆さんに

活動内容を紹介いたします。 
また、今後の産業政策監と農村政策フェロー活動について関係者の皆さんのご意

見を伺います。 
 

（２） 開催日時 
 令和 3年 1 月 21 日（木）15：00～16：00 
 

（３） 開催場所 
 役場庁舎 2階 201 会議室 
 

（４） 開催内容 
①活動実績報告（15：00～15：50） 

 産業政策監 農村政策フェロー 小川勝弘  
②意見交換（15：50～16：00 座長：阿部産業部長・産業政策監） 

    出席者による意見交換 
③講評 町長 

 
（５） 参集範囲 

町長、副町長、企画総務部長、産業部長、建設部長（前産業部長） 
産業部各課長・各室長、農業委員会、紫波町農林公社 
その他関心のある職員 
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2 報告会資料 
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3 産業政策監調査研究報告の内容と施策との関連 

第 1号「紫波町認定農業者の定量分析と農地の需要見通し」 

   平成 28 年以降認定農業者は微減傾向、新規認定が少ないため高齢化、66 歳～70歳が 

51 経営体と最も多い、新規認定が無い場合 2030年には 70 歳以下は 46 経営体（2020年 

対比 38％）に減少、認定農業者の目標面積から見た農地の需要見通しは 343ha 

第 2号「紫波町の農業経営体数の予測と農地の需給見通し」  

   紫波町の農業経営体数の予測値は、2030年には 727 経営体（2015 年対比 54％）に減 

少、離農に伴い供給される農地は 872ha、認定農業者の需要見通し 343haに対し 528.6ha 

が過剰になる恐れ、供給過剰率が大きいのは古館、赤沢、佐比内地域 

供給過剰になる農地の有効活用方策として「農地有効活用リーディングプロジェク 

ト」を設定し①子実用トウモロコシの産地化、②地域の農地を一元的に管理する一般社
団法人の設立、③農業体験農園の設置を推進 

第 3号「農業体験農園シンポジウムの開催状況」 

   町内で農業体験農園の取組を増やすために古館農業体験農園の活動状況を紹介 

第 4号「古館農業体験農園の取組状況と盛岡市市民の農業体験農園の意向」 

   古館農業体験農園で得られた成果は①野菜作りと農家への理解促進、②食育の推進、
③遊休農地の有効活用、④交流促進、⑤コロナ禍での余暇提供、⑥農医介護連携 

第 5号「紫波町の農業生産構造動向分析」 

   2015 年～2020 年にかけて紫波町の販売農家数は 12.2％減少、県全体の減少率 25.1％ 

に比較すると減少率は小さい。紫波町は高齢化しても稲作に特化しながら営農を継続、
また樹園地の面積を縮小しながら営農を継続している果樹類経営体が多い。 

   2020 年の農業経営体数は 1,178経営体であり、第 2号の予測値に対し 107％、（水分
の特異値を除くと 103％）と第 2号の予測モデルの精度は高い。 
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お わ り に 
 
農村政策フェローは設置後 2年間経過し、対応してきた業務を通じながら、対応可

能なミッションと組織としてのポジショニングが明らかになってきました。 
対応可能なミッションとしては、農政課業務の支援（人・農地プランの作成支援、

目指すべき経営モデルの整理、新たな集落営農システムの調査研究）と調査研究に基
づき、現状をブレークスルーするための新たなリーディングプロジェクトの創設と試
行です。 
現在、リーディングプロジェクトとして実行しているものは、「農地有効活用リー

ディングプロジェクト」としての ①子実用トウモロコシの産地化（＆農業振興
室）、②地域の農地を一元的に管理する一般社団法人の設立（＆農政企画室）、③農業
体験農園の設置です。 
令和 3 年度に創設を予定しているものは、「環境循環リーディングプロジェクト」

としての ①漆を活用した新たな環境産業の創造（＆環境課林務室）、②発酵技術を
活用した循環型農業創造（＆農政企画室）です。 
また、将来創設しようと考えているものは、「農業と健康長寿プロジェクト」で、

もち大麦と桑を紫波町で生産し、紫波町で消費することにより、紫波町民の健康長寿
につなげていこうというものです。 
産業政策監の組織としてのポジショニングは、調査研究に基づき目指すべき将来の

ビジョンを整理し、関係者の意見を踏まえながらリーディングプロジェクトを創設し
先行的に点的に試行することです。 
リーディングプロジェクトの成果を踏まえ産業部の政策パッケージとして面的に推

進することを目指しています。 
 

産業政策監調査研究報告は紫波町のホームページ産業政策監に掲載しています。 

 

 

検索キーワード 紫波町産業政策監 
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産業政策監調査研究報告 第 6号 

農村政策フェローの活動状況 

～ 令和元年度・２年度活動実績及び令和３年度計画 ～ 

 

 

執 筆  農村政策フェロー 小川勝弘 

 

2021年 2月発行  

 

発 行  岩手県紫波町 産業部 産業政策監 

 

連絡先  〒028-3392 岩手県紫波郡紫波町紫波中央駅前二丁目３番地 1 

電話 019-672-2111（代表） 

 

紫波町ホームページ https://www.town.shiwa.iwate 

本調査研究報告書の無断転用・使用はできません。本調査研究報告書の内容を使用

する場合は、事前の許可が必要です。 


